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札幌市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行条例等の一部を改正する条例 

（札幌市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行

条例の一部改正） 

第１条 札幌市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行条例（平成２４年条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

(1) 目次中 

「第９節 削除 

第１０節 指定自立訓練（機能訓練）」 

「第９節 指定自立訓練（機能訓練）」に、「第１３７条の２の３」を「第

１３７条の２の４」に、「第１１節」を「第１０節」に、 

「 第６款 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１４４条の３

―第１４４条の５）                  」 

を 

「 第６款 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１４４条の３

―第１４４条の５） 

第１１節 指定就労選択支援 

第１款 基本方針（第１４４条の６） 

第２款 人員に関する基準（第１４４条の７・第１４４条の８） 

第３款 設備に関する基準（第１４４条の９） 

第４款 運営に関する基準（第１４４条の１０―第１４４条の１３）」 

に、 

を 



「 第３款 運営に関する基準（第３０４条・第３０５条）        」 

を 

「 第３款 運営に関する基準（第３０４条・第３０５条）」」」」」」」 

第７節 就労選択支援 

第１款 基本方針（第３０５条の２） 

第２款 設備に関する基準（第３０５条の３） 

第３款 運営に関する基準（第３０５条の４―第３０５条の８）  」 

に、「第７節 就労移行支援」を「第８節 就労移行支援」に、「第８節 就

労継続支援Ａ型」を「第９節 就労継続支援Ａ型」に、「第９節 就労継続

支援Ｂ型」を「第１０節 就労継続支援Ｂ型」に、「第１０節 多機能型に

関する特例（第３３５条―第３３７条）」を「第１１節 多機能型に関する

特例（第３３５条―第３３７条）」に改める。 

(2) 第２条第８号中「第５条第２３項」を「第５条第２４項」に改める。 

(3) 第８条第１項第３４号の次に次の３号を加える。 

  (34)の２ 指定就労選択支援 就労選択支援（第２４７条第１項第１４

号の２の就労選択支援をいう。第１５４条の２において同じ。）に係る

指定障害福祉サービスをいう。 

  (34)の３ 指定就労選択支援事業者 指定就労選択支援の事業を行うも

のをいう。 

  (34)の４ 指定就労選択支援事業所 指定就労選択支援事業者が指定就

労選択支援の事業を行う事業所をいう。 

(4) 第８条第１項第４３号の２中「第５条第１５項」を「第５条第１６項」

に改め、同項第４３号の５中「第５条第１６項」を「第５条第１７項」に

改め、同項第４４号中「第５条第１７項」を「第５条第１８項」に改め、

同項第４６号の２中「行われる」の次に「相談、」を加え、「、食事」を「若

しくは食事」に改め、「の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅に

おける自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加え、

同項第４６号の５中「の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅に

おける自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加え、

同項第４７号及び第４８号中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改め、同



条第２項第２号中「、指定医療型児童発達支援（児童福祉法施行条例第４

条第５号に規定する指定医療型児童発達支援をいう。以下同じ。）の事業」

を削り、「児童福祉法施行条例第４条第８号」を「同条第８号」に、「児童

福祉法施行条例第４条第１０号の２」を「同条第１０号の２」に、「児童福

祉法施行条例第４条第１１号」を「同条第１１号」に改める。 

(5) 第１０条第１項中「及び第１０節」を「、第９節、第１０節及び第１２

節」に改める。 

(6) 第１２条第１項中「規定する」の次に「こども家庭庁長官及び」を加え

る。 

(7) 第１３条ただし書中「同一敷地内にある他」を「当該指定居宅介護事業

所以外」に改める。 

(8) 第１４条第１項中「第１２条第２項」を「第１２条第１項中「こども家

庭庁長官及び厚生労働大臣」とあるのは「厚生労働大臣」と、同条第２項」

に、「あるのは、」を「あるのは」に改める。 

(9) 第１９条中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改める。 

(10)第３２条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号

とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮す

ること。 

(11)第３３条第２項中「当該利用者」の次に「及びその同居の家族並びに当

該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１

７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）又は指定障害児

相談支援（児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支

援をいう。）を行う者（以下これらを総称して「指定特定相談支援事業者等」

という。）」を加え、同条第３項中「居宅介護計画」を「第１項の居宅介護

計画の作成後においても、当該居宅介護計画」に改める。 

(12)第３７条に次の１項を加える。 

４ サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱



える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(13)第５１条第１項中「規定する」の次に「こども家庭庁長官及び」を加え

る。 

(14)第５２条第２項中「読み替える」の次に「ほか、重度訪問介護に係る基

準該当障害福祉サービスの事業について準用する場合に限り、前条第１項

中「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣」とあるのは、「厚生労働大臣」と

読み替える」を加える。 

(15)第５４条第８項中「第６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改め

る。 

(16)第５８条第２項及び第５９条中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改め

る。 

(17)第６０条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

の１項を加える。 

２ 指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならな

い。 

(18)第６１条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重

及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を

「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用

者」の次に「及び指定特定相談支援事業者等」を加え、同項を同条第８項

とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第５項中「会議（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次

に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加

え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項

とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ アセスメントを行うに当たっては、利用者が自ら意思を決定すること

に困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用

者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければなら



ない。 

(19)第６２条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(20)第７８条第１項第２号中「第１０節及び第１１節」を「第９節及び第１

０節」に、「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改め、

同条第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改

める。 

(21)第９１条の２の３第１号及び第２号中「第１３７条の２の２」を「第１

３７条の２の３」に改める。 

(22)第９１条の３第２号中「指定通所介護等利用者（指定通所介護等を利用

する者をいう。以下この条、第１３７条の３及び第１４４条の３において

同じ。）」を「指定通所介護等の利用者」に改め、同条第３号中「指定通所

介護等利用者の数を指定通所介護等」を「指定通所介護等の利用者の数を

当該」に改める。 

(23)第９８条第４項中「規定する」の次に「こども家庭庁長官及び」を加え

る。 

(24)第９９条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

の１項を加える。 

２ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならな

い。 

(25)第１０４条第３項中「として」の次に「こども家庭庁長官及び」を加え

る。 

(26)第１１０条第２項中「当該利用者」の次に「及びその同居の家族並びに

指定特定相談支援事業者等」を加える。 

(27)第１１２条中「、第３６条、第３７条第１項及び第２項」を「から第３

７条まで」に、「第４２条第１項」を「第３７条第３項中「第３３条」とあ



るのは「第１１０条」と、第４２条第１項」に改める。 

(28)第３章第９節の節名を削る。 

(29)第１３１条第１項第１号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療

法士又は言語聴覚士」に改める。 

(30)第１３７条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

(31)第１３７条の２の３中「第１３７条の２の３」を「第１３７条の２の４」

に、「第１３７条の２の２第４号」を「第１３７条の２の３第４号」に改め、

同条を第１３７条の２の４とし、第１３７条の２の２を第１３７条の２の

３とし、第１３７条の２の次に次の１条を加える。 

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーショ

ン事業者の基準） 

第１３７条の２の２ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所

リハビリテーション事業者（指定居宅サービス等基準第１１１条第１項

に規定する指定通所リハビリテーション事業者をいう。以下同じ。）が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

(1) 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準第１

１１条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。

以下同じ。）の専用の部屋等の面積（当該指定通所リハビリテーション

事業所が介護老人保健施設（介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第８条第２８項に規定する介護老人保健施設をいう。）又は介護医療院

（同条第２９項に規定する介護医療院をいう。）である場合にあっては、

当該専用の部屋等の面積に利用者用に確保されている食堂（リハビリ

テーションに供用されるものに限る。）の面積を加えるものとする。第

１３７条の３第２号において同じ。）を、指定通所リハビリテーション

（指定居宅サービス等基準第１１０条に規定する指定通所リハビリテ

ーションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓

練）の利用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上で

あること。 

(2) 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該指定通

所リハビリテーション事業所が提供する指定通所リハビリテーション



の利用者の数を指定通所リハビリテーションの利用者の数及び共生型

自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数であるとした場合におけ

る当該指定通所リハビリテーション事業所として必要とされる数以上

であること。 

(3) 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提

供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から

必要な技術的支援を受けていること。 

(32)第１３７条の３中「基準該当障害福祉サービス（」の次に「第１３７条

の４の２に規定する病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を除く。」を加え、

同条第１号中「指定通所介護事業者等」の次に「又は指定通所リハビリテ

ーション事業者」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテ

ーション」を加え、同条第２号中「の面積を、指定通所介護等利用者」を

「又は指定通所リハビリテーション事業所の専用の部屋等の面積を、指定

通所介護等又は指定通所リハビリテーションの利用者」に改め、同条第３

号を次のように改める。 

(3) 指定通所介護事業所等又は指定通所リハビリテーション事業所の従

業者の員数が、当該指定通所介護事業所等又は当該指定通所リハビリ

テーション事業所における指定通所介護等又は指定通所リハビリテー

ションの利用者の数を指定通所介護等又は指定通所リハビリテーショ

ンの利用者及び基準該当自立訓練（機能訓練）利用者の数の合計数で

あるとした場合における当該指定通所介護事業所等又は当該指定通所

リハビリテーション事業所として必要とされる数以上であること。 

(33)第１３７条の４の次に次の１条を加える。 

（病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練）に関

する基準） 

第１３７条の４の２ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されてい

ないこと等により自立訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に

対して病院又は診療所（以下「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事

業者」という。）が行う自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サ

ービス（以下この条において「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）」と



いう。）に関して病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が満たすべ

き基準は、次のとおりとする。 

(1) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において

「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の部

屋等の面積を、病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者

の数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(2) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに、管理者及び次

のア又はイに掲げる場合の区分に応じて当該ア又はイに掲げる基準を

満たす人員を配置していること。 

ア 利用者の数が１０人以下の場合 専ら当該病院等基準該当自立

訓練（機能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員が１以上確保されてい

ること。 

イ 利用者の数が１０人を超える場合 専ら当該病院等基準該当自

立訓練（機能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員が、利用者の数を１０

で除した数以上確保されていること。 

(3) 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切

なサービスを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他

の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

(34)第３章第１０節を同章第９節とする。 

(35)第１４４条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

(36)第１４４条の３第２号中「指定通所介護等利用者」を「指定通所介護等

の利用者」に改め、同条第３号中「指定通所介護等利用者の数を指定通所

介護等」を「指定通所介護等の利用者の数を当該」に改める。 

(37)第３章中第１１節を第１０節とし、同節の次に次の１節を加える。 

第１１節 指定就労選択支援 

第１款 基本方針 

第１４４条の６ 指定就労選択支援の事業は、利用者が自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、省令第６条の７の２に規定する



者につき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労

に関する適性、知識及び能力の評価並びに省令第６条の７の３に規定す

る事項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果

に基づき、省令第６条の７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与

するものでなければならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第１４４条の７ 指定就労選択支援事業者が指定就労選択支援事業所に置

くべき就労選択支援員（指定就労選択支援の提供に当たる者として指定

障害福祉サービス基準第１７３条の３第１項に規定する厚生労働大臣が

定めるものをいう。以下同じ。）の数は、指定就労選択支援事業所ごとに、

常勤換算方法で、利用者の数を１５で除した数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を

受ける場合は、推定数による。 

３ 第１項に規定する指定就労選択支援事業所の就労選択支援員は、専ら

当該指定就労選択支援事業所の職務に従事する者でなければならない。

ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（準用） 

第１４４条の８ 第５５条の規定は、指定就労選択支援の事業について準

用する。この場合において、同条中「前条」とあるのは、「第１４４条の

７」と読み替えるものとする。 

第３款 設備に関する基準 

（準用） 

第１４４条の９ 第８１条の規定は、指定就労選択支援の事業について準

用する。 

第４款 運営に関する基準 

（実施主体） 

第１４４条の１０ 指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継

続支援に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当

該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用され



たものその他のこれらと同等の障害者に対する就労支援の経験及び実績

を有すると市長が認める事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第１４４条の１１ 指定就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他

の活動の機会を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに

省令第６条の７の３に規定する事項の整理（以下この節において「アセ

スメント」という。）を行うものとする。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の

評価及び整理を実施した場合には、指定就労選択支援事業者は、当該同

様の評価及び整理をもって、アセスメントの実施に代えることができる。

この場合において、指定就労選択支援事業者は、次項の規定による会議

の開催、アセスメントの結果の作成又は指定障害福祉サービス事業者そ

の他の関係機関との連絡調整に当たり、当該障害者就業・生活支援セン

ターその他の機関に対し、当該会議への参加その他の必要な協力を求め

ることができる。 

３ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利

用者及び本市、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関

係機関の担当者等を招集して会議（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を開催し、当該利用者の就労に関する意向を改

めて確認するとともに、当該担当者等に意見を求めるものとする。 

４ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、

当該結果に係る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しな

ければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第１４４条の１２ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏

まえ、必要に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターそ

の他の関係機関との連絡調整を行わなければならない。 

２ 指定就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会

への定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地域における就

労支援に係る社会資源、雇用に関する事例等に関する情報の収集に努め



るとともに、利用者に対して進路選択に資する情報を提供するよう努め

なければならない。 

（準用） 

第１４４条の１３ 第１６条から第２７条まで、第３０条、第３５条、第

３７条第１項及び第２項、第４０条の２、第４２条の２から第４８条ま

で、第６０条、第６３条、第６７条、第６９条から第７１条まで、第７

４条、第７５条（第２項第１号を除く。）、第８４条、第８５条、第８６

条から第９０条まで、第１３４条及び第１４３条の２の規定は、指定就

労選択支援の事業について準用する。この場合において、第１６条第１

項中「第３８条」とあるのは「第１４４条の１３において準用する第８

８条」と、第２７条第２項ただし書中「次条第１項」とあるのは「第１

４４条の１３において準用する第１３４条第１項」と、第３０条第２項

中「第２８条第２項」とあるのは「第１４４条の１３において準用する

第１３４条第２項」と、第４２条第１項中「第３８条」とあるのは「第

１４４条の１３において準用する第８８条」と、第６０条第１項中「次

条第１項に規定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応

じて」とあるのは「利用者の心身の状況等に応じて」と、第７５条第２

項第２号中「次条」とあるのは「第１４４条の１３」と、同項第３号中

「第６７条」とあるのは「第１４４条の１３において準用する第６７条」

と、同項第４号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第１４４

条の１３」と、第１４３条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型

自立訓練を受ける者及び指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給決定

障害者（指定障害福祉サービス基準第１７３条の９の規定により読み替

えられた指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第１項に規定する厚

生労働大臣が定める者に限る。）」と、同条第２項中「支給決定障害者（指

定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定障害福祉サービス基準第１７０条

の２第２項に規定する厚生労働大臣が定める者を除く。）」とあるのは「支

給決定障害者（指定障害福祉サービス基準第１７３条の９の規定により

読み替えられた指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第２項に規定



する厚生労働大臣が定める者を除く。）」と読み替えるものとする。 

(38)第１５４条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第１５４条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相

談支援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行

うものとする。 

(39)第１５５条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

(40)第１６８条中「第１５４条」を「第１５４条の２」に改める。 

(41)第１７３条中「第１３５条」の次に「、第１５４条の２」を加え、「並び

に」を「、第１６３条第６項並びに」に、「第１６４条第１項」を「第１６

３条第６項中「賃金及び第３項に規定する工賃」とあるのは「第１７２条

第１項の工賃」と、第１６４条第１項」に改める。 

(42)第１７３条の５中「第１３５条」の次に「、第１５４条の２」を加え、

「第１６４条から」を「第１６３条第６項、第１６４条から」に、「第１６

４条第１項」を「第１６３条第６項中「賃金及び第３項に規定する工賃」

とあるのは「第１７３条の４第１項の工賃」と、第１６４条第１項」に改

める。 

(43)第１７３条の６中「第５条第１５項」を「第５条第１６項」に改める。 

(44)第１７３条の１０に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(45)第１７３条の１１を次のように改める。 

（実施主体） 

第１７３条の１１ 指定就労定着支援事業者は、生活介護等に係る指定障

害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の

３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたもの又は障害者就

業・生活支援センターでなければならない。 

(46)第１７３条の１８第１項第２号ア及びイを次のように改める。 



ア サービス管理責任者が常勤である場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げ

る利用者の数の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

(ｱ) 利用者の数が６０以下 １以上 

(ｲ) 利用者の数が６１以上 １に、利用者の数が６０を超えて６０

又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

イ ア以外の場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる利用者の数の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に掲げる数 

(ｱ) 利用者の数が３０以下 １以上 

(ｲ) 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超えて３０

又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(47)第１７３条の１８中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項

の次に次の２項を加える。 

３ 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７

号。以下この条において「指定地域相談支援基準」という。）第２条第３

項に規定する指定地域移行支援事業者をいう。）の指定を併せて受け、か

つ、指定自立生活援助の事業と指定地域移行支援（指定地域相談支援基

準第１条第１１号に規定する指定地域移行支援をいう。）の事業を同一の

事業所において一体的に運営している場合にあっては、指定地域相談支

援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援専門員（同

条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第２号

の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。 

４ 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支

援基準第３９条第３項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指

定を併せて受け、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地域定着支援（指

定地域相談支援基準第１条第１２号に規定する指定地域定着支援をい

う。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあって

は、指定地域相談支援基準第４０条において準用する指定地域相談支援

基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援専門員を第１



項第２号の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができ

る。 

(48)第１７３条の２１を次のように改める。 

第１７３条の２１ 削除 

(49)第１７３条の２２の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条中「お

おむね週に１回以上、」を「定期的に」に改め、「より」の次に「、又はテ

レビ電話装置等を活用して」を加える。 

(50)第１７３条の２４中「同条第８項」を「同条第９項」に、「第１７３条の

１０中」を「第１７３条の１０第１項中」に改める。 

(51)第１７４条中「又は食事」を「若しくは食事」に、「行う」を「行い、又

はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居

者につき当該日常生活への移行及び移行後の定着に関する相談、住居の確

保に係る援助その他居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の

定着に必要な援助を適切かつ効果的に行う」に改める。 

(52)第１７７条の２第３項中「退居に」の次に「必要な援助を行い、又はこ

れに併せて居宅における自立した日常生活への移行後の定着に」を加える。 

(53)第１７７条の５中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項を

第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければな

らない。 

(54)第１７７条の６に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(55)第１７７条の６の次に次の１条を加える。 

（地域との連携等） 

第１７７条の７ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に

当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う



等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、

利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を

有する者並びに本市の職員等により構成される協議会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。以下この条及び第１８０条

の２の９において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１

年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況の報

告をするとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければなら

ない。 

３ 指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむ

ね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助

事業所を見学する機会を設けなければならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての

記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生

活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又

はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、適

用しない。 

(56)第１７９条の４に次の２項を加える。 

３ 指定共同生活援助事業者は、第二種協定指定医療機関（感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関をいう。以下同

じ。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ

等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する

新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努め

なければならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

(57)第１８０条中「、第７４条」を削る。 



(58)第１８０条の２の２中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「の援助」

の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移

行及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

(59)第１８０条の２の９の見出しを「（地域との連携等）」に改め、同条第２

項中「前項の」の次に「協議会等における」を加え、同項を同条第７項と

し、同条第１項中「、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当た

っては」を削り、「実施状況」の次に「及び第２項の報告、要望、助言等の

内容又は前項の評価の結果」を加え、同項を同条第６項とし、同項の前に

次の５項を加える。 

  日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型

指定共同生活援助の提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動

等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型

指定共同生活援助の提供に当たっては、地域連携推進会議を開催し、お

おむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る

状況の報告をするとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の

開催のほか、おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員

が日中サービス支援型指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けな

ければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、

助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければ

ならない。 

５ 前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその

提供する日中サービス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者によ

る評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長

が定めるもの（次項に規定するものを除く。）を講じている場合には、適

用しない。 

(60)第１８０条の２の１０中「、第７４条」を削る。 



(61)第１８０条の３中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「の援助」の

次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行

及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

(62)第１８０条の１２中「、第７４条」を削り、「第１７７条の６」を「第１

７７条の６第１項」に改める。 

(63)第１８１条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（児童福祉法施

行条例第４条第７号の指定医療型児童発達支援事業所をいう。次項におい

て同じ。）」を削り、同条第２項中「、指定医療型児童発達支援事業所」を

削る。 

(64)第１８６条第７号中「第２１２条第１号」を「第２１２条第１項第１号」

に改める。 

(65)第１８８条に次の２項を加える。 

５ 指定障害者支援施設等においては、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把

握し、当該意向を定期的に確認するとともに、法第７７条第３項各号に

掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を

行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向

けた措置を講じなければならない。 

６ 指定障害者支援施設等においては、利用者の当該指定障害者支援施設

等以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するととも

に、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者

の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービス等の利

用に関する意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援

事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

(66)第１８９条第３項第１号及び第２号中「又は作業療法士」を「、作業療

法士又は言語聴覚士」に改める。 

(67)第２１０条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に

次の１項を加える。 

２ 指定障害者支援施設等の設置者等は、利用者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しな



ければならない。 

(68)第２１１条第２項中「この条」の次に「及び第２１２条の３第２項」を

加え、「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の

支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、地域移行等意向確認担当

者（第２１２条の３第１項の地域移行等意向確認担当者をいう。第６項

において同じ。）が把握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を

踏まえるものとする。 

(69)第２１１条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項

を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者に対して

指定計画相談支援を行う者」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項

中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中

「利用者」の次に「及び当該利用者」を、「担当者等」の次に「（地域移行

等意向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に

対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、

同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項

を加える。 

３ アセスメントを行うに当たっては、利用者が自ら意思を決定すること

に困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用

者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければなら

ない。 

(70)第２１２条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(71)第２１２条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第２１２条の２ 指定障害者支援施設等においては、施設障害福祉サービ



スの提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び

協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 指定障害者支援施設等においては、施設障害福祉サービスの提供に当

たっては、利用者及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サー

ビスについて知見を有する者並びに本市の職員等により構成される協議

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）（以下

この条において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年

に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況の報告

をするとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならな

い。 

３ 指定障害者支援施設等においては、地域連携推進会議の開催のほか、

おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援

施設等を見学する機会を設けなければならない。 

４ 指定障害者支援施設等においては、第２項の報告、要望、助言等につ

いての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定障害者支援施設等がその提供する施設障害福祉

サービスの質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表

又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、

適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第２１２条の３ 指定障害者支援施設等においては、利用者の地域生活へ

の移行に関する意向の把握、利用者の当該指定障害者支援施設等以外に

おける指定障害福祉サービス等の利用状況等の把握及び利用者の当該指

定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービス等の利用に関す

る意向の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」

という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定め

るとともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向

確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把

握し、又は確認した内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当



該内容を第２１１条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の作成

に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、

法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若し

くは特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービ

スの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向けた支援を

行うよう努めなければならない。 

(72)第２３５条に次の２項を加える。 

３ 指定障害者支援施設等においては、第二種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定障害者支援施設等においては、協力医療機関が第二種協定指定医

療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

(73)第２４２条を次のように改める。 

第２４２条 削除 

(74)第２４７条第１項第１４号の次に次の３号を加える。 

(14)の２ 就労選択支援 法第５条第１３項に規定する就労選択支援を

いう。 

(14)の３ 就労選択支援事業者 就労選択支援の事業を行う者をいう。 

(14)の４ 就労選択支援事業所 就労選択支援事業者が就労選択支援の

事業を行う事業所をいう。 

(75)第２５８条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に

次の１項を加える。 

２ 療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければ

ならない。 

(76)第２５９条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊

重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」

を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用



者」の次に「及び当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支

援又は指定障害児相談支援（児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する

指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらの者を「指定特定相談

支援事業者等」という。）」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中

「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「会

議（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生

活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項

とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次

の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントを行うに当たっては、利用者が

自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支

援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁

寧に把握しなければならない。 

(77)第２６０条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(78)第２７７条第２項第４号中「前条第２項」を「第２７６条第２項」に改

める。 

(79)第２８２条第３項及び第６項並びに第２９６条第３項及び第６項中「又

は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

(80)第２９９条及び第３０５条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

(81)第３３５条第１項中「、多機能型による指定医療型児童発達支援の事業」

を削る。 

(82)第５章第１０節を同章第１１節とする。 

(83)第３３４条中「第２９７条」の次に「、第３１４条の２」を加える。 

(84)第５章第９節を同章第１０節とする。 

(85)第３３０条中「及び第２９７条」を「、第２９７条及び第３１４条の２」

に改める。 



(86)第５章第８節を同章第９節とする。 

(87)第３０７条中「おいて」の次に「、第２５１条中「２０人以上」とある

のは「１０人以上」と」を加える。 

(88)第３１４条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第３１４条の２ 就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相談支

援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行うも

のとする。 

(89)第３１５条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

(90)第５章中第７節を第８節とし、第６節の次に次の１節を加える。 

第７節 就労選択支援 

第１款 基本方針 

第３０５条の２ 就労選択支援の事業は、障害者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、省令第６条の７の２に規定する者に

つき、短時間の生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関

する適性、知識及び能力の評価並びに省令第６条の７の３に規定する事

項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基

づき、省令第６条の７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与する

ものでなければならない。 

第２款 設備に関する基準 

（規模） 

第３０５条の３ 就労選択支援事業所は、１０人以上の人員を利用させる

ことができる規模を有するものでなければならない。 

第３款 運営に関する基準 

（従業者の配置の基準） 

第３０５条の４ 就労選択支援事業者が就労選択支援事業所に置くべき就

労選択支援員（就労選択支援の提供に当たる者として障害福祉サービス

基準第６１条の４第１項に規定する厚生労働大臣が定めるものをいう。

第３項において同じ。）の員数は、就労選択支援事業所ごとに、常勤換算

方法で、利用者の数を１５で除した数以上とする。 



２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に事業を

開始する場合は、推定数による。 

３ 第１項に規定する就労選択支援事業所の就労選択支援員は、専ら当該

就労選択支援事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、

利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（実施主体） 

第３０５条の５ 就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援

に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業

者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたもの

その他のこれらと同等の障害者に対する就労支援の経験及び実績を有す

る事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第３０５条の６ 就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の活動

の機会を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに省令第

６条の７の３に規定する事項の整理（以下この条及び次条第１項におい

て「アセスメント」という。）を行うものとする。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の

評価及び整理を実施した場合には、就労選択支援事業者は、当該同様の

評価及び整理をもって、アセスメントの実施に代えることができる。こ

の場合において、就労選択支援事業者は、次項の規定による会議の開催、

アセスメントの結果の作成又は指定障害福祉サービス事業者その他の関

係機関との連絡調整に当たり、当該障害者就業・生活支援センターその

他の機関に対し、当該会議への参加その他の必要な協力を求めることが

できる。 

３ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者

及び本市、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機

関の担当者等を招集して会議（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を開催し、当該利用者の就労に関する意向を改めて

確認するとともに、当該担当者等に意見を求めるものとする。 

４ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該



結果に係る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなけれ

ばならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第３０５条の７ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、

必要に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターその他の

関係機関との連絡調整を行わなければならない。 

２ 就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への

定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地域における就労支

援に係る社会資源、雇用に関する事例等に関する情報の収集に努めると

ともに、利用者に対して進路選択に資する情報を提供するよう努めなけ

ればならない。 

（準用） 

第３０５条の８ 第２５０条、第２５５条から第２５８条まで、第２６１

条、第２６５条、第２６６条、第２６８条から第２７７条まで、第２８

０条、第２８３条、第２８５条、第２８７条、第２８８条及び第２８９

条から第２９２条までの規定は、就労選択支援の事業について準用する。

この場合において、第２５８条第１項中「次条第１項に規定する療養介

護計画に基づき、利用者」とあるのは「利用者」と、第２７７条第２項

第２号中「第２７２条第２項」とあるのは「第３０５条の８において準

用する第２７２条第２項」と、同項第３号中「第２７４条第２項」とあ

るのは「第３０５条の８において準用する第２７４条第２項」と、同項

第４号中「第２７６条第２項」とあるのは「第３０５条の８において準

用する第２７６条第２項」と読み替えるものとする。 

(91)第３３８条中「第５条第２７項」を「第５条第２８項」に改める。 

(92)第３５６条中「第５条第２８項」を「第５条第２９項」に改める。 

(93)第３７４条に次の２項を加える。 

５ 障害者支援施設においては、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の

支援に配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、

当該意向を定期的に確認するとともに、法第７７条第３項各号に掲げる

事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者



と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措

置を講じなければならない。 

６ 障害者支援施設においては、利用者の当該障害者支援施設以外におけ

る指定障害福祉サービス等（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービス等をいう。以下同じ。）の利用状況等を把握するとともに、利用

者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該障

害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向

を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者と

連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

(94)第３８０条第３項第１号及び第２号中「又は作業療法士」を「、作業療

法士又は言語聴覚士」に改める。 

(95)第３８７条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に

次の１項を加える。 

２ 障害者支援施設においては、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努め

なければならない。 

(96)第３８８条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊

重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のよう

に加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、地域移行等意向確認担当

者（第３８９条の３第１項の地域移行等意向確認担当者をいう。第６項

において同じ。）が把握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を

踏まえるものとする。 

(97)第３８８条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項

を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者に対して

指定計画相談支援を行う者」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項

中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中

「利用者」の次に「及び当該利用者」を、「担当者等」の次に「（地域移行

等意向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に



対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、

同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項

を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントを行うに当たっては、利用者が

自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支

援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁

寧に把握しなければならない。 

(98)第３８９条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定

の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めな

ければならない。 

(99)第３８９条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第３８９条の２ 障害者支援施設においては、施設障害福祉サービスの提

供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を

行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 障害者支援施設においては、施設障害福祉サービスの提供に当たって

は、利用者及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスに

ついて知見を有する者並びに本市の職員等により構成される協議会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。以下この条に

おいて「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以

上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況の報告をすると

ともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 障害者支援施設においては、前項に規定する地域連携推進会議の開催

のほか、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が障害者

支援施設を見学する機会を設けなければならない。 

４ 障害者支援施設においては、第２項の報告、要望、助言等についての

記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービ



スの質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこ

れに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合には、適用し

ない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第３８９条の３ 障害者支援施設においては、利用者の地域生活への移行

に関する意向の把握、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障

害福祉サービス等の利用状況等の把握及び利用者の当該障害者支援施設

以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確

認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行

うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移

行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向

確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把

握し、又は確認した内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当

該内容を第３８８条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の作成

に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、

法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若し

くは特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービ

スの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向けた支援を

行うよう努めなければならない。 

(100) 第４１１条に次の２項を加える。 

３ 障害者支援施設においては、第二種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 障害者支援施設においては、協力医療機関が第二種協定指定医療機関

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

(101) 第４１５条を次のように改める。 

第４１５条 削除 

(102) 第４１９条第１項中「第１３７条の２の３」を「第１３７条の２の４」



に改める。 

(103) 附則第５条中「同条第４項」を「同条第５項」に改める。 

(104) 附則第９条第２項中「第１７７条の６各号」を「第１７７条の６第１

項各号」に改める。 

(105) 附則第１３条第１項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１

日」に改める。 

（札幌市児童福祉法施行条例の一部改正） 

第２条 札幌市児童福祉法施行条例（平成２４年条例第６２号）の一部を次の

ように改正する。 

(1) 目次中 

「第５節 指定医療型児童発達支援 

第１款 基本方針（第５８条） 

第２款 人員に関する基準（第５９条・第６０条） を 

第３款 設備に関する基準（第６１条） 

第４款 運営に関する基準（第６２条―第６５条）」 

「第５節 削除」に、「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援セ

ンター」に、「第１２節 医療型児童発達支援センター（第２２０条―第２

２３条）」を「第１２節 削除」に、 

「第１６節 最低基準の向上（第２４６条）」を 

「第１６節 里親支援センター（第２４５条の２―第２４５条の７） 

第１７節 最低基準の向上（第２４６条）           」 

改める。 

(2) 第４条第５号から第７号までを次のように改める。 

(5)から(7)まで 削除 

(3) 第４条第８号中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の２第３項」

に改め、同条第１０号の２中「第６条の２の２第５項」を「第６条の２の

２第４項」に改め、同条第１１号中「第６条の２の２第６項」を「第６条

の２の２第５項」に改め、同条第１４号中「第６条の２の２第７項」を「第

６条の２の２第６項」に改め、同条第１５号中「第５条第１８項」を「第

５条第１９項」に改め、同条第１６号中「第６条の２の２第９項」を「第

に 



６条の２の２第８項」に改め、同条第１７号及び第２６号中「指定障害児

通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改め、同条第２８

号中「、指定医療型児童発達支援の事業」を削る。 

(4) 第５条ただし書を削る。 

(5) 第６条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業

者」に改める。 

(6) 第７条中「指導及び訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（上肢、

下肢又は体幹の機能の障害のある児童に対して行われるものに限る。以下

同じ。）」に改める。 

(7) 第８条第２項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(8) 第９条第４項を削り、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治

療を行う場合には、医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診

療所として必要とされる数の従業者を置かなければならない。 

(9) 第９条第５項を削り、同条第６項中「第３項」を「前項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第７項中「、第４項第１号」を削り、同項を同条

第６項とし、同条第８項中「から第５項まで（第１項第１号を除く。）」を

「（第１号を除く。）、第２項及び第４項」に改め、同項を同条第７項とし、

同項の次に次の１項を加える。 

８ 第１項から第３項までの規定により置く従業者は、専ら当該指定児童

発達支援事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、障害

児の支援に支障がない場合は、障害児の保護に直接従事する従業者を除

き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

(10)第９条第９項中「前項」を「前２項」に改める。 

(11)第１０条中「同一敷地内にある他」を「当該指定児童発達支援事業所以

外」に改める。 

(12)第１２条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項

中「指導訓練室」を「発達支援室」に、「、訓練」を「、支援」に改める。 

(13)第１３条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「以下この項



において同じ。」を削り、「及び便所」を「、便所及び静養室」に改め、た

だし書を削り、同条第３項を削り、同条第２項中「前項」を「第１項」に

改め、ただし書を削り、同項第１号中「指導訓練室」を「発達支援室」に

改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合には、前項に規定

する設備（医務室を除く。）に加えて、医療法に規定する診療所として必

要な設備を設けなければならない。 

(14)第１３条第４項中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「場合

は」の次に「、第２項に掲げる設備を除き」を加える。 

(15)第１４条ただし書中「指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発達支援

センターであるものを除く。）」を加える。 

(16)第２６条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準

額」を「、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、

同項に次の２号を加える。 

(1) 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指定通

所支援費用基準額 

(2) 治療を行う場合 前号に規定する額のほか、当該指定児童発達支援

のうち肢体不自由児通所医療（食事療養（健康保険法（大正１１年法

律第７０号）第６３条第２項第１号に規定する食事療養をいう。）を除

く。）に係るものにつき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の

例により算定した費用の額 

(17)第２６条第４項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(18)第２７条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事

業者」に改める。 

(19)第２８条第１項中「の支給」を「又は肢体不自由児通所医療費の支給」

に、「の額」を「及び肢体不自由児通所医療費の額」に改める。 

(20)第２９条第５項中「前項の規定による自らの評価及び改善の内容を」を

「自己評価及び保護者評価並びに前項に規定する改善の内容を保護者に示

すとともに、」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中「ついて」の

次に「、指定児童発達支援事業所の従事者による評価を受けた上で」を、



「自ら評価」の次に「（次項において「自己評価」という。）」を加え、「保

護者による評価」を「通所給付決定保護者（次項において「保護者」とい

う。）による評価（次項において「保護者評価」という。）」に改め、同項を

同条第６項とし、同条第３項を同条第５項とし、同項の前に次の１項を加

える。 

４ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性、障害の特性その他の事情

を踏まえた指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び

次条において同じ。）の確保並びに次項に規定する指定児童発達支援の質

の評価及びその改善の適切な実施の観点から、指定児童発達支援の提供

に当たっては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援を行わな

ければならない。 

(21)第２９条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意思をでき

る限り尊重するための配慮をしなければならない。 

(22)第２９条の次に次の２条を加える。 

第２９条の２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごと

に指定児童発達支援プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性

を明確にした指定児童発達支援の実施に関する計画をいう。）を策定し、

インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推進） 

第２９条の３ 指定児童発達支援事業者は、障害児が指定児童発達支援を

利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けることができる

ようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長で

きるよう、障害児の地域社会への参加及び包摂（次条第４項において「イ

ンクルージョン」という。）の推進に努めなければならない。 

(23)第３０条第２項中「行い、」を「行うとともに、障害児の年齢及び発達の

程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、

心身ともに健やかに育成されるよう」に改め、同条第４項中「課題、」の次

に「第２９条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観



点を踏まえた」を加え、同条第５項中「障害児」を「障害児の意見が尊重

され、その最善の利益が優先して考慮される体制を確保した上で、障害児」

に改め、同条第７項中「通所給付決定保護者」の次に「及び当該通所給付

決定保護者に対して指定障害児相談支援（法第２４条の２６第２項に規定

する指定障害児相談支援をいう。）を提供する者」を加える。 

(24)第３１条に次の１項を加える。 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児及び通所給

付決定保護者の意思をできる限り尊重するよう努めなければならない。 

(25)第３３条（見出しを含む。）中「指導、訓練等」を「支援」に改める。 

(26)第３８条中「若しくは」を「、」に、「の支給」を「又は肢体不自由児通

所医療費の支給」に改める。 

(27)第４２条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条ただし書中「災

害」の次に「、虐待」を加える。 

(28)第４３条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。 

(29)第４５条中「指定児童発達支援事業者」の次に「（治療を行うものを除く。）」

を加える。 

(30)第５７条の２の３第１号中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の

２第３項」に改める。 

(31)第５７条の２の４中「第３１条」を「第３１条第１項」に、「同条第１号」

を「同項第１号」に改める。 

(32)第５７条の４第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項

中「指導訓練」を「発達支援」に、「訓練に」を「支援に」に改める。 

(33)第５７条の６中「第３１条」を「第３１条第１項」に、「同条第１号」を

「同項第１号」に改める。 

(34)第２章第５節を次のように改める。 

第５節 削除 

第５８条から第６５条まで 削除 

(35)第６６条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導及び訓練」を「支

援」に改める。 



(36)第７１条中「第６２条」を「第５７条の５」に、「第３１条」を「第３１

条第１項」に、「同条第１号」を「同項第１号」に改める。 

(37)第７１条の２中「第３１条」を「第３１条第１項」に、「同条第１号」を

「同項第１号」に改める。 

(38)第７１条の２の２中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の２第３

項」に、「第３１条」を「第３１条第１項」に、「同条第１号」を「同項第

１号」に改める。 

(39)第７１条の４第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「業

務又は」を「業務、」に、「の指導、」を「及び」に、「付与」を「習得」に、

「必要な訓練」を「必要な支援」に、「「訓練等」を「単に「支援」に、「及

び当該障害児の訓練等」を「並びに当該障害児の支援」に、「訓練等に」を

「支援に」に改める。 

(40)第７１条の１０中「第４項及び第５項を除く。）」を「第６項及び第７項

を除く。）、第２９条の２」に、「、第５２条、第５３条」を「から第５３条

まで」に、「、第５５条」を「及び第５５条」に改め、「及び第６４条の２」

を削り、「第３１条」を「同条第４項中「第２９条第４項に規定する領域と

の関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「第２９条

第４項に規定する領域との関連性を踏まえた」と、第３１条第１項」に、

「同条第１号」を「同項第１号」に、「第５７条第２項第１号」を「第５１

条第１項中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めなければ」と、第

５７条第２項第１号」に改める。 

(41)第７９条中「及び第５項を除く。）」を「を除く。）、第２９条の３」に、

「、第５２条、第５３条」を「から第５３条まで」に改め、「、第６４条の

２」を削り、「第３０条中」を「同条第６項中「を受けて」とあるのは「及

び当該事業所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行う

に当たって訪問する施設（以下「訪問先施設」という。）による評価（以下

「訪問先施設評価」という。）を受けて」と、同項第５号中「障害児及びそ

の保護者」とあるのは「障害児及びその保護者並びに当該訪問先施設」と、

同条第７項中「自己評価及び保護者評価」とあるのは「自己評価、保護者

評価及び訪問先施設評価」と、「保護者に示す」とあるのは「保護者及び訪



問先施設に示す」と、第３０条中」に、「第３１条」を「同条第４項中「第

２９条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏

まえた」とあるのは「インクルージョンの観点を踏まえた」と、同条第５

項中「担当者等」とあるのは「担当者及び当該障害児に係る訪問先施設の

担当者等」と、第３１条第１項」に、「、「次条」を「、同項第１号中「次

条」に改め、「体制」と」の次に「、第５１条第１項中「行わなければ」と

あるのは「行うよう努めなければ」と」を加える。 

(42)第８０条中「第３項及び第６項を除く。）、第５９条」を「第４項及び第

５項を除く。）」に、「第４項」を「第３項」に、「同項第１号中「指定児童

発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５項中「指定児童発達

支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第７項」を「同条第

６項」に、「同条第８項」を「同条第７項」に、「第５９条第１項から第３

項までの規定中「指定医療型児童発達支援事業所」を「同条第８項中「指

定児童発達支援事業所」に改める。 

(43)第８２条第１項中「、第６２条及び第７１条において準用する第６２条」

を「及び第５７条の５（第７１条において準用する場合を含む。以下この

条において同じ。）」に改め、同条第２項中「、第６２条及び第７１条にお

いて準用する第６２条」を「及び第５７条の５」に、「、指定医療型児童発

達支援又は」を「又は」に改め、「、指定医療型児童発達支援の事業」を削

り、同条第３項及び第４項中「、第６２条及び第７１条において準用する

第６２条」を「及び第５７条の５」に改める。 

(44)第８４条第６号、第７号及び第１２号中「第２４条の２４第２項」を「第

２４条の２４第３項」に改める。 

(45)第８６条第１項中「いう。）」の次に「及び障害児（１５歳以上の障害児

に限る。）が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、自立した日常生活又は社会生

活への移行について支援する上で必要な事項を定めた計画（以下この章に

おいて「移行支援計画」という。）」を加える。 

(46)第８７条第３項第２号イ中「第６条の２の２第３項」を「第６条の２の

２第２項」に改め、同条第４項中「心理指導を」を「心理支援を」に、「心



理指導担当職員」を「心理担当職員」に改める。 

(47)第８８条第２項第２号及び第３号中「訓練室」を「支援室」に改め、同

項第４号中「訓練室、屋外訓練場」を「支援室、屋外遊戯場」に改める。 

(48)第１００条第４項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(49)第１０３条第１項中「入所支援計画」の次に「及び移行支援計画」を加

え、同条中第３項を第５項とし、第２項を第４項とし、第１項の次に次の

２項を加える。 

２ 指定福祉型障害児入所施設においては、障害児ができる限り良好な家

庭的環境において指定入所支援を受けることができるよう努めなければ

ならない。 

３ 指定福祉型障害児入所施設においては、障害児が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、障害児及び入所給付決定保護者の

意思をできる限り尊重するための配慮をしなければならない。 

(50)第１０４条第２項中「条」の次に「及び次条」を加え、「行い、」を「行

うとともに、障害児の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう」

に改め、同条第５項中「障害児」を「障害児の意見が尊重され、その最善

の利益が優先して考慮される体制を確保した上で、障害児」に改める。 

(51)第１０４条の次に次の１条を加える。 

（移行支援計画の作成等） 

第１０４条の２ 指定福祉型障害児入所施設の管理者は、児童発達支援管

理責任者に移行支援計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

２ 児童発達支援管理責任者は、移行支援計画の作成に当たっては、適切

な方法により、障害児について、アセスメントを行い、障害児が障害福

祉サービスその他のサービスを利用しつつ自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、自立した日常生活又は社会生活への移行に

ついて支援する上で必要な支援内容の検討をしなければならない。 

３ 児童発達支援管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に

基づき、障害児が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、自立した日常生活



又は社会生活への移行について支援する上で必要な取組、当該支援を提

供する上での留意事項その他必要な事項を記載した移行支援計画の原案

を作成しなければならない。 

４ 児童発達支援管理責任者は、移行支援計画の作成後、移行支援計画の

実施状況の把握（障害児についての継続的なアセスメントを含む。）を行

うとともに、障害児について解決すべき課題を把握し、少なくとも６月

に１回以上、移行支援計画の見直しを行い、必要に応じて移行支援計画

の変更を行うものとする。 

５ 前条第３項及び第５項から第７項までの規定は、第２項に規定する移

行支援計画の作成について準用する。 

６ 前条第３項、第５項から第７項まで及び第９項並びに第２項及び第３

項の規定は、第４項に規定する移行支援計画の変更について準用する。 

(52)第１０５条に次の１項を加える。 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児及び入所給

付決定保護者の意思をできる限り尊重するよう努めなければならない。 

(53)第１０８条（見出しを含む。）中「指導、訓練等」を「支援」に改める。 

(54)第１１４条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(55)第１１９条ただし書中「災害」の次に「、虐待」を加える。 

(56)第１２２条に次の２項を加える。 

３ 指定福祉型障害児入所施設の設置者は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１

７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指

定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新

型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条

第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対

応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定福祉型障害児入所施設の設置者は、協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 



(57)第１３５条第１項第３号中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に

改める。 

(58)第１３６条第１項第２号中「訓練室」を「支援室」に改め、同条第２項

第２号中「屋外訓練場」を「屋外遊戯場」に、「指導する」を「支援する」

に改める。 

(59)第１３８条中「第８９条から」を「第８７条、第８９条から」に、「第１

０５条第１号」を「第１０５条第１項第１号」に改める。 

(60)第１３８条の４４中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

(61)第１４０条第１０号中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支

援センター」に、「第４３条第１号」を「第４３条」に改め、同条中第１

１号を削り、第１２号を第１１号とし、第１３号を第１２号とし、第１４

号を第１３号とし、同条に次の１号を加える。 

(14)里親支援センター 法第４４条の３第１項に規定する里親支援セ

ンターをいう。 

(62)第１４３条の３第１項及び第１５２条第１項中「及び児童家庭支援セ

ンター」を「、児童家庭支援センター及び里親支援センター」に改める。 

(63)第１５３条及び第１６６条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」

に改める。 

(64)第１６９条中「当該」を「年齢、発達の状況その他の当該乳幼児の事情

に応じて意見聴取その他の措置を講ずることにより、乳幼児の意見又は

意向、」に改める。 

(65)第１７１条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」

を加える。 

(66)第１７４条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(67)第１７７条中「当該」を「年齢、発達の状況その他の当該母子の事情に

応じて意見聴取その他の措置を講ずることにより、母子それぞれの意見

又は意向、」に改める。 

(68)第１８０条中「婦人相談所」を「里親支援センター、女性相談支援セン

ター」に改める。 

(69)第１８４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 



(70)第１９４条中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」に改める。 

(71)第１９８条中「当該」を「年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に

応じて意見聴取その他の措置を講ずることにより、児童の意見又は意向、」

に改める。 

(72)第２０１条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」

を加える。 

(73)第２０２条第３号ア及び第４号中「訓練室」を「支援室」に改め、同条

第５号ア中「訓練室及び屋外訓練場」を「支援室及び屋外遊戯場」に改め

る。 

(74)第２０３条第１４項中「心理指導を」を「心理支援を」に、「心理指導

担当職員」を「心理担当職員」に改める。 

(75)第２１１条第１号中「訓練室」を「支援室」に改め、同条第３号中「屋

外訓練場」を「屋外遊戯場」に、「指導する」を「支援する」に改める。 

(76)第２１２条第６項中「心理指導」を「心理支援」に改める。 

(77)第４章第１１節の節名を次のように改める。 

第１１節 児童発達支援センター 

(78)第２１５条を次のように改める。 

  （設備） 

 第２１５条 児童発達支援センターの設備の基準は、発達支援室、遊戯室、

屋外遊戯場（児童発達支援センターの付近にある屋外遊戯場に代わる

べき場所を含む。）、医務室、相談室、調理室、便所及び静養室並びに児

童発達支援の提供に必要な設備、備品等を設けることとする。 

２ 児童発達支援センターにおいて、肢体不自由のある児童に対して治

療を行う場合には、前項に規定する設備（医務室を除く。）の基準に加

えて、医療法に規定する診療所として必要な設備を設けることとする。 

３ 第１項の発達支援室及び遊戯室は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 

(1) 発達支援室の１室の定員は、これをおおむね１０人とし、その面積

は、児童１人につき２．４７平方メートル以上とすること。 

(2) 遊戯室の面積は、児童１人につき１．６５平方メートル以上とする



こと。 

(79)第２１６条第１項中「福祉型児童発達支援センター（主」を「児童発達

支援センター（主」に、「を通わせる福祉型児童発達支援センター及び主

として」を「又は」に、「福祉型児童発達支援センターを」を「児童発達

支援センターを」に、同項第３号から第５号までの規定中「福祉型児童発

達支援センター」を「児童発達支援センター」に改め、同条第４項を削り、

同条第３項中「主として知的障害のある児童を通わせる福祉型児童発達

支援センター」を「児童発達支援センター」に改め、同項を同条第４項と

し、同条第２項中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援セン

ター」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。 

２ 児童発達支援センターにおいて、肢体不自由のある児童に対して治

療を行う場合には、前項に規定する職員（嘱託医を除く。）に加えて、

医療法に規定する診療所として必要な職員を置かなければならない。 

(80)第２１６条第５項から第９項までを削り、同条第１０項中「福祉型児童

発達支援センター」を「児童発達支援センター」に改め、同項を同条第５

項とする。 

(81)第２１７条中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援センタ

ー」に改める。 

(82)第２１８条を次のように改める。 

第２１８条 削除 

(83)第２１９条第１項中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援

センター」に改める。 

(84)第４章第１２節を次のように改める。 

第１２節 削除 

第２２０条から第２２３条まで 削除 

(85)第２２６条第１項及び第２項中「厚生労働大臣」を「こども家庭庁長官」

に改める。 

(86)第２２８条中「当該」を「年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に

応じて意見聴取その他の措置を講ずることにより、児童の意見又は意向、」



に改める。 

(87)第２３１条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」

を加える。 

(88)第２３４条第１項中「厚生労働省組織規則（平成１３年厚生労働省令第

１号）第６２２条第１項」を「こども家庭庁組織規則（令和５年内閣府令

第３８号）第１６条」に改め、同条第２項中「厚生労働大臣」を「こども

家庭庁長官」に改める。 

(89)第２３８条中「当該」を「年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に

応じて意見聴取その他の措置を講ずることにより、児童の意見又は意向、」

に改める。 

(90)第２４１条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」

を加える。 

(91)第２４５条第２項中「婦人相談員」を「女性相談支援員」に改める。 

(92)第４章中第１６節を第１７節とし、第１５節の次に次の１節を加える。 

第１６節 里親支援センター 

（設備） 

第２４５条の２ 里親支援センターには、事務室、相談室等の里親及び里

親に養育される児童並びに里親になろうとする者（次条第３項第３号

において「里親等」という。）が訪問できる設備その他事業を実施する

ために必要な設備を設けなければならない。 

（職員） 

第２４５条の３ 里親支援センターには、里親制度等普及促進担当者、里

親等支援員及び里親研修等担当者を置かなければならない。 

２ 前項の里親制度等普及促進担当者は、次の各号のいずれかに該当す

る者でなければならない。 

(1) 法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者 

(2) 里親として５年以上の委託児童（法第２７条第１項第３号の規定に

より里親に委託された児童をいう。以下この条及び次条第２号におい

て同じ。）の養育の経験を有する者又は小規模住居型児童養育事業の

養育者等（児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１



条の１０に規定する養育者等をいう。以下この条及び次条において同

じ。）若しくは児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設若しくは児

童自立支援施設の職員として、児童の養育に５年以上従事した者であ

って、里親制度その他の児童の養育に必要な制度への理解及びソーシ

ャルワークの視点を有する者 

(3) 里親制度その他の児童の養育に必要な制度の普及促進及び新たに

里親になることを希望する者の開拓に関し、市長が前２号に該当する

者と同等以上の能力を有すると認める者 

３ 第１項の里親等支援員は、次の各号のいずれかに該当する者でなけ

ればならない。 

(1) 法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者 

(2) 里親として５年以上の委託児童の養育の経験を有する者又は小規

模住居型児童養育事業の養育者等若しくは児童養護施設、乳児院、児

童心理治療施設若しくは児童自立支援施設の職員として、児童の養育

に５年以上従事した者であって、里親制度その他の児童の養育に必要

な制度への理解及びソーシャルワークの視点を有する者 

(3) 里親等への支援の実施に関し、市長が前２号に該当する者と同等以

上の能力を有すると認める者 

４ 第１項の里親研修等担当者は、次の各号のいずれかに該当する者で

なければならない。 

(1) 法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者 

(2) 里親として５年以上の委託児童の養育の経験を有する者又は小規

模住居型児童養育事業の養育者等若しくは児童養護施設、乳児院、児

童心理治療施設若しくは児童自立支援施設の職員として、児童の養育

に５年以上従事した者であって、里親制度その他の児童の養育に必要

な制度への理解及びソーシャルワークの視点を有する者 

(3) 里親及び里親になろうとする者への研修の実施に関し、市長が前２

号に該当する者と同等以上の能力を有すると認める者 

（里親支援センターの長の資格等） 

第２４５条の４ 里親支援センターの長は、次の各号のいずれかに該当



し、かつ、法第１１条第４項に規定する里親支援事業の業務の十分な経

験を有する者であって、里親支援センターを適切に運営する能力を有

するものでなければならない。 

(1) 法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者 

(2) 里親として５年以上の委託児童の養育の経験を有する者又は小規

模住居型児童養育事業の養育者等若しくは児童養護施設、乳児院、児

童心理治療施設若しくは児童自立支援施設の職員として、児童の養育

に５年以上従事した者であって、里親制度その他の児童の養育に必要

な制度への理解及びソーシャルワークの視点を有する者 

(3) 市長が前２号に該当する者と同等以上の能力を有すると認める者 

（里親支援） 

第２４５条の５ 里親支援センターにおける支援は、里親制度その他の

児童の養育に必要な制度の普及促進、新たに里親になることを希望す

る者の開拓、里親、小規模住居型児童養育事業に従事する者及び里親に

なろうとする者への研修の実施、法第２７条第１項第３号の規定によ

る児童の委託の推進、里親、小規模住居型児童養育事業に従事する者、

里親又は小規模住居型児童養育事業に従事する者に養育される児童及

び里親になろうとする者への支援その他の必要な支援を包括的に行う

ことにより、里親に養育される児童が心身ともに健やかに育成される

よう、その最善の利益を実現することを目的として行わなければなら

ない。 

（業務の質の評価等） 

第２４５条の６ 里親支援センターの設置者は、法第４４条の３第１項

の規定により行う業務の質の評価を自ら行うとともに、定期的に外部

の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図ら

なければならない。 

（関係機関との連携） 

第２４５条の７ 里親支援センターの長は、本市、児童相談所及び里親に

養育される児童の通学する学校のほか、必要に応じて児童福祉施設、児

童委員等の関係機関と密接に連携して、里親等への支援に当たらなけ



ればならない。 

(93)第２４７条第１項中「、第６５条」を削る。 

(94)附則第４条第３項中「第２１６条第２項」を「第２１６条第３項」に改

め、同条第４項を削る。 

（札幌市児童福祉施設条例の一部改正） 

第３条 札幌市児童福祉施設条例（昭和３９年条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

(1) 第１条第５号中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援セン

ター」に改め、同条中第６号を削り、第７号を第６号とする。 

(2) 第３条第２項中「福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援

センター（以下これらを「支援センター」という。）並びに」を「児童発達

支援センター及び」に改める。 

(3) 第４条の見出し中「支援センター」を「児童発達支援センター」に改め、

同条第２項中「福祉型児童発達支援センター」を「児童発達支援センター

（札幌市はるにれ学園及び札幌市かしわ学園に限る。）」に改め、同項第２

号中「第６条の２の２第６項」を「第６条の２の２第５項」に改め、同項

第３号中「第６条の２の２第７項」を「第６条の２の２第６項」に改め、

同項第４号中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改め、同項第５

号中「第５条第１９項」を「第５条第２０項」に改め、同条第３項中「医

療型児童発達支援センター」を「児童発達支援センター（札幌市みかほ整

肢園及び札幌市ひまわり整肢園に限る。）」に改め、同項第１号中「法第６

条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支援（以下「医療型児童発達

支援」という。）」を「児童発達支援」に改め、同号ア(ｳ)中「医療型児童発

達支援に係る指定通所支援（以下「指定医療型児童発達支援」という。）」

を「指定通所支援」に改める。 

(4) 第５条第１項中「支援センター」を「児童発達支援センター」に改める。 

(5) 第６条第１項第３号中「支援センター」を「児童発達支援センター」に

改め、「、指定医療型児童発達支援」を削る。 

(6) 第９条中「支援センター」を「児童発達支援センター」に改める。 

(7) 第１２条第１項及び第２項中「医療型児童発達支援センター」を「児童



発達支援センター」に改め、同条第３項中「医療型児童発達支援センター」

を「児童発達支援センター」に改め、同項第３号イ中「医療型児童発達支

援」を「児童発達支援」に改め、同条第６項中「医療型児童発達支援セン

ター」を「児童発達支援センター」に改める。 

(8) 第１３条第１項及び第２項中「医療型児童発達支援センター」を「児童

発達支援センター」に改める。 

(9) 別表１中 

「 

福祉型児童発達支援センター 札幌市はるにれ学園 

札幌市かしわ学園 

医療型児童発達支援センター 札幌市みかほ整肢園 

札幌市ひまわり整肢園 

」 

  を 

  「 

児童発達支援センター 札幌市はるにれ学園 

札幌市かしわ学園 

札幌市みかほ整肢園 

札幌市ひまわり整肢園 

」 

に改める。 

(10)別表２中「支援センター」を「児童発達支援センター」に改め、「、指定

医療型児童発達支援」を削る。 

（札幌市職員特殊勤務手当条例の一部改正） 

第４条 札幌市職員特殊勤務手当条例（平成１１年条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

第１５条第１項第１号中「福祉型児童発達支援センター若しくは医療型児

童発達支援センター」を「児童発達支援センター」に改める。 

 （札幌市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例の一部改正） 



第５条 札幌市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行条例（平成８年

条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第１２条中「第３８条の２第３項」を「第３８条の２第２項」

に改める。 

 （札幌市難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく過料に関する条例

の一部改正） 

第６条 札幌市難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく過料に関する

条例（平成３０年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第４７条」を「第５１条」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条中札幌市障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の次に

掲げる改正規定並びに第３条中札幌市児童福祉施設条例第４条第２項第４号

及び第５号の改正規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４号）附則第１

条第４号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

(1) 目次の改正規定（「第１３７条の２の３」を「第１３７条の２の４」に改

める部分を除く。） 

(2) 第２条第８号の改正規定 

(3) 第８条第１項第３４号の次に３号を加える改正規定並びに同項中第４３

号の２、第４３号の５及び第４４号の改正規定 

(4) 第１０条第１項の改正規定 

(5) 第１９条の改正規定 

(6) 第７８条第１項第２号の改正規定（「第１０節及び第１１節」を「第９節

及び第１０節」に改める部分に限る。） 

(7) 第３章第９節の節名の改正規定 

(8) 第３章第１０節を同章第９節とする改正規定 

(9) 第３章中第１１節を第１０節とし、同節の次に１節を加える改正規定 

(10)第１５４条の次に１条を加える改正規定 



(11)第１６８条の改正規定 

(12)第１７３条の改正規定（「第１３５条」の次に「、第１５４条の２」を加

える部分に限る。） 

(13)第１７３条の５の改正規定（「第１３５条」の次に「、第１５４条の２」

を加える部分に限る。） 

(14)第１７３条の６の改正規定 

(15)第２４７条第１項第１４号の次に３号を加える改正規定 

(16)第５章第１０節を同章第１１節とする改正規定 

(17)第３３４条の改正規定 

(18)第５章第９節を同章第１０節とする改正規定 

(19)第３３０条の改正規定 

(20)第５章第８節を同章第９節とする改正規定 

(21)第３１４条の次に１条を加える改正規定 

(22)第５章中第７節を第８節とし、第６節の次に１節を加える改正規定 

(23)第３３８条の改正規定 

(24)第３５６条の改正規定 

（地域との連携等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間における第１条の規

定による改正後の札幌市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行条例（以下「新総合支援法施行条例」という。）第１７７条の

７（新総合支援法施行条例第１８０条の１２において準用する場合を含む。

以下同じ。）、第１８０条の２の９、第２１２条の２及び第３８９条の２の規

定の適用については、新総合支援法施行条例第１７７条の７第２項及び第３

項、第１８０条の２の９第２項及び第３項、第２１２条の２第２項及び第３

項並びに第３８９条の２第２項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設

けるよう努めなければ」と、新総合支援法施行条例第１７７条の７第４項、

第１８０条の２の９第４項、第２１２条の２第４項及び第３８９条の２第４

項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における新総合支援



法施行条例第２１２条の３及び第３８９条の３の規定の適用については、新

総合支援法施行条例第２１２条の３第１項及び第３８９条の３第１項中「選

任しなければ」とあるのは「選任するよう努めなければ」と、新総合支援法

施行条例第２１２条の３第２項及び第３８９条の３第２項中「報告しなけれ

ば」とあるのは「報告するよう努めなければ」とする。 

（指定児童発達支援事業所の人員に関する基準に係る経過措置） 

４ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号。以下「児童

福祉法等改正法」という。）附則第４条第１項の規定により児童福祉法等改正

法第２条の規定による改正後の児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（以

下「新児童福祉法」という。）第２１条の５の３第１項の指定を受けたものと

みなされているものについては、第２条の規定による改正後の札幌市児童福

祉法施行条例（以下「新児童福祉法施行条例」という。）第９条の規定にかか

わらず、令和９年３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

（指定児童発達支援事業所の設備に係る経過措置） 

５ 児童福祉法等改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第２１条

の５の３第１項の指定を受けたものとみなされているものについては、新児

童福祉法施行条例第１３条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例に

よることができる。 

（主として難聴児又は重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所の

人員及び利用定員に関する基準に係る経過措置） 

６ この条例の施行の際現に指定を受けている第２条の規定による改正前の児

童福祉法施行条例（以下「旧児童福祉法施行条例」という。）第９条第４項に

規定する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項

に規定する主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所につ

いては、新児童福祉法施行条例第９条及び第１４条の規定にかかわらず、令

和９年３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

（主として難聴児又は重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所の

設備に関する基準に係る経過措置） 

７ この条例の施行の際現に指定を受けている旧児童福祉法施行条例第９条第

４項に規定する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条



第５項に規定する主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業

所については、新児童福祉法施行条例第１３条の規定にかかわらず、当分の

間、なお従前の例によることができる。 

（児童発達支援プログラムの公表に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間における新児童福祉

法施行条例第２９条の２（新児童福祉法施行条例第５７条の２の４、第５７

条の６、第７１条、第７１条の２、第７１条の２の２及び第７１条の１０に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、第２９条の２中「公

表しなければ」とあるのは、「公表するよう努めなければ」とする。 

（児童発達支援センターの設備に関する基準に係る経過措置） 

９ 児童福祉法等改正法附則第１１条の規定により新児童福祉法第４３条に規

定する児童発達支援センターを設置しているものとみなされているものにつ

いては、新児童福祉法施行条例第２１５条の規定にかかわらず、当分の間、

なお従前の例によることができる。 

（児童発達支援センターの人員に関する基準に係る経過措置） 

１０ 児童福祉法等改正法附則第１１条の規定により新児童福祉法第４３条に

規定する児童発達支援センターを設置しているものとみなされているものに

ついては、新児童福祉法施行条例第２１６条の規定にかかわらず、令和９年

３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

（主として重症心身障害児又は難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センタ

ーの設備に関する基準に係る経過措置） 

１１ この条例の施行の際現に設置している旧児童福祉法施行条例第２１５条

第１号に規定する主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援セ

ンター及び同条第２号に規定する主として難聴児を通わせる福祉型児童発達

支援センターについては、新児童福祉法施行条例第２１５条の規定にかかわ

らず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

（主として重症心身障害児又は難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センタ

ーの人員に関する基準に係る経過措置） 

１２ この条例の施行の際現に設置している旧児童福祉法施行条例第２１５条

第１号に規定する主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援セ



ンター及び同条第２号に規定する主として難聴児を通わせる福祉型児童発達

支援センターについては、新児童福祉法施行条例第２１６条の規定にかかわ

らず、令和９年３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

 

（理 由） 

指定障害福祉サービス等の人員、設備、運営等に関する基準を定める厚生労

働省令の一部改正に伴い、本市における当該基準を改める等のため、本案を提

出する。 


